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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四

半期(当期)純損失であるため記載しておりません。 

４. 第９期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第３四半期 
連結累計期間

第10期
第３四半期 
連結累計期間

第９期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日

自平成23年４月１日 
至平成23年12月31日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高 
（第３四半期連結会計期間） 

(百万円) 862,633 
(275,165) 

673,431 
(222,855) 

1,137,898 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △6,745 △36,949 1,033 

四半期(当期)純利益又は      
四半期(当期)純損失(△) 
（第３四半期連結会計期間） 

(百万円)
△58,819

(△17,578) 
△44,420 
(△2,409) 

△115,023

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △70,037 △54,735 △121,851

純資産額 (百万円) 342,872 236,281 291,058 

総資産額 (百万円) 1,151,285 901,682 1,145,048 

１株当たり四半期(当期)      
純利益(△損失)金額 
（第３四半期連結会計期間） 

(円)
△141.01
(△42.14) 

△106.49 
(△5.78) 

△275.75

潜在株式調整後１株当たり    
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.2 25.3 24.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 86,915 △3,079 102,485 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △71,780 △47,749 △95,764

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 123,815 △122,250 132,597 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

(百万円) 334,266 157,770 337,289 
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当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。 

  また、当第３四半期連結会計期間における主要な関係会社における異動として、ルネサス エレクトロ

ニクス・ブラジル・サービス社を新規設立しております。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は以下のとおりであります。 

  

 
  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。 

  

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間においては、欧州各国の財政危機が深刻の度合いを増し、世界経済への悪

影響が顕在化しつつあることに加え、経済成長を支えていたアジア圏を中心とする新興国における成長

の下ぶれ、特に中国における金融引き締め策に伴う成長鈍化傾向の継続、さらには、期の後半における

タイの洪水影響などもあり、世界経済全体の停滞感が強まりました。また、日本経済においても、東日

本大震災からの復興に伴う需要は随所に見受けられるものの、海外経済の停滞に加え、１米ドル70円台

の円高水準の継続などにより、日を追う毎にその減速感は強まりました。 

  

 こうした経済環境の下、当社グループの主力事業領域である半導体市場においては、自動車向け半導

体は、期の中盤より特に日系自動車メーカーを中心に需要の回復がみられたものの、それ以外の半導体

需要については世界経済全体の停滞感により全般的に低迷し、特にパソコン周辺機器向けや一部民生機

器向け半導体については、タイの洪水影響なども加わり需要は大幅に減少しました。 

  

  
  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

契約および相手方の名称 契約締結日 契約の概要 

ARM Limitedからの技術導入契約 平成23年12月22日 半導体の設計に係る技術の導入 

３ 【財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】
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当第３四半期連結累計期間の業績は次のとおりであります。 

                                   （単位：億円） 

 
 

（売上高）  

 当第３四半期連結累計期間の売上高は、前第３四半期連結累計期間と比べ21.9％減少し6,734億円と

なりました。世界的な景気減速に伴う需要減に加えて、東日本大震災の影響により当社グループの生産

が一時休止したことに伴う生産減や、タイにおける洪水の影響による需要減、さらには、前第３四半期

連結累計期間と比べ為替レートが円高であったことが、売上減の主な要因であります。 

  
（半導体売上高）  

 当第３四半期連結累計期間の半導体売上高は、前第３四半期連結累計期間と比べ22.0％減少し6,002

億円となりました。当社グループの主要な事業内容である「マイコン」、「アナログ＆パワー半導

体」、「ＳｏＣ（システム・オン・チップ）」という３つの製品群、および３つの製品群に属さない

「その他半導体」の各売上高は、以下のとおりであります。 

  

 ＜マイコン事業＞：2,533億円 

 マイコン事業には、主に自動車向けや産業機器向けマイクロコントローラ、デジタル家電や白物家

電、ゲームなどの民生用電子機器向けマイクロコントローラ、パソコン、ハードディスクドライブなど

のパソコン周辺機器向けマイクロコントローラが含まれております。  

 当第３四半期連結累計期間におけるマイコン事業の売上高は、前第３四半期連結累計期間と比べ

12.4％減少し2,533億円となりました。主にパソコン周辺機器向けや民生用電子機器向けマイクロコン

トローラの売上が減少したことによるものであります。 

  

 ＜アナログ＆パワー半導体事業＞：1,846億円 

 アナログ＆パワー半導体事業には、主に自動車、産業機器、パソコンおよびパソコン周辺機器、民生

用電子機器向けの、パワーＭＯＳＦＥＴ、ミックスドシグナルＩＣ、ＩＧＢＴ、ダイオード、小信号ト

ランジスタ、表示ドライバＩＣ、光・高周波などの化合物半導体が含まれております。  

 当第３四半期連結累計期間におけるアナログ＆パワー半導体事業の売上高は、前第３四半期連結累計

期間と比べ22.8％減少し1,846億円となりました。主にパソコンおよび液晶テレビ向け表示ドライバＩ

Ｃや民生用電子機器向けアナログＩＣやディスクリートの売上が減少したことによるものであります。

  

 ＜ＳｏＣ事業＞：1,584億円 

 ＳｏＣ事業には、主に携帯端末向け半導体、ネットワーク機器向け半導体、産業機器向け半導体、パ

ソコン、ハードディスクドライブやＵＳＢなどのパソコン周辺機器向け半導体、デジタル家電やゲーム

などの民生用電子機器向け半導体、カーナビゲーションなどの自動車向け半導体が含まれております。

 当第３四半期連結累計期間におけるＳｏＣ事業の売上高は、前第３四半期連結累計期間と比べ33.2％

 前第３四半期 
連結累計期間 

当第３四半期 
連結累計期間 

前年同期比 
増（減）

売 上 高  8,626 6,734 △1,892 △21.9%

（半導体売上高） 7,694 6,002 △1,692 △22.0%

（その他売上高） 932 732 △200 △21.5%

営 業 損 益  41 △332 △373 －

経 常 損 益  △67 △369 △302 －

四半期純損益  △588 △444 144 －

米ドル為替レート（円） 88 79 － －

ユーロ為替レート（円） 115 112 － －
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減少し1,584億円となりました。主に携帯端末向けや民生用電子機器向け半導体の売上が減少したこと

によるものであります。 

  

 ＜その他半導体事業＞：39億円 

 その他半導体事業には、主に受託生産やロイヤルティ収入が含まれております。  

 当第３四半期連結累計期間におけるその他半導体事業の売上高は、前第３四半期連結累計期間と比べ

6.4％減少し39億円となりました。 

  

（その他売上高）  

 当第３四半期連結累計期間のその他売上高は、前第３四半期連結累計期間と比べ21.5％減少し732億

円となりました。 

 その他売上高には、当社の販売子会社が行っている半導体以外の製品の販売事業、当社の設計および

生産子会社が行っている半導体の受託開発、受託生産などが含まれております。 

  

（営業損益）  

 当第３四半期連結累計期間の営業損益は332億円の損失で、前第３四半期連結累計期間と比べ373億円

の悪化となりました。研究開発の効率化などにより販売費及び一般管理費の削減を進めたものの、売上

高が減少したことにより営業損失となりました。  

  

（経常損益）  

 当第３四半期連結累計期間の経常損益は369億円の損失となりました。支払利息などの営業外費用を

82億円計上した結果、営業外損益が38億円の損失となったことによるものであります。 

  

（四半期純損益）  

 当第３四半期連結累計期間の四半期純損益は444億円の損失となりました。災害による損失を含む特

別損失を178億円計上したことなどによるものであります。 

  
  

 (2)財政状態 

  ＜資産、負債および純資産＞ 

                                 （単位：億円） 

 
  

当第３四半期連結会計期間の総資産は9,017億円で、前連結会計年度と比べ2,433億円の減少となりま

した。これは、当第３四半期連結累計期間において、現金及び現金同等物が減少したことや、売掛金が

減少したことなどによるものであります。純資産は2,363億円で、前連結会計年度と比べ548億円の減少

となりました。これは、当第３四半期連結累計期間において、四半期純損失を444億円計上したこと

や、円高に伴う為替換算調整勘定の悪化などによるものであります。 

 
前連結会計年度

（平成23年3月31日）

当第３四半期
連結会計期間 

(平成23年12月31日)

前期比 
増（減）

総 資 産 11,450 9,017 △2,433 

純 資 産 2,911 2,363 △548 

自 己 資 本 2,838 2,284 △554 

自己資本比率（％） 24.8 25.3 0.5 

有 利 子 負 債 3,782 2,633 △1,149 

Ｄ/Ｅレシオ（倍） 1.33 1.15 △0.18 
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 自己資本は2,284億円で、前連結会計年度と比べ554億円減少し、自己資本比率は25.3%となりまし

た。また、有利子負債は、新株予約権付社債の償還などにより前連結会計年度と比べ1,149億円の減少

となりました。これらの結果、Ｄ／Ｅレシオは1.15倍となりました。 

  

  ＜キャッシュ・フロー＞ 

     （単位：億円） 

 
 （注）現金及び現金同等物の前第３四半期連結累計期間の期首残高は、合併に伴う現金及び現金同等物の増加額を含んだものであります。 

  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費を749億円計上した

ものの、税金等調整前四半期純損失を計上したことに加え、特別退職金の支払額が206億円となったこ

となどにより、31億円の支出となりました。 

  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出

が646億円であったことなどにより、477億円の支出となりました。 

  
この結果、当第３四半期連結累計期間におけるフリー・キャッシュ・フローは508億円の支出となり

ました。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出があった

ことなどにより1,223億円の支出となりました。 

  
現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間の期末残高は、当第３四半期連結累計期間の期首残

高と比べ1,795億円減少し、1,578億円となりました。 

  

 
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期 
連結累計期間

営業活動によるキャッシュ・フロー 869 △31 

投資活動によるキャッシュ・フロー △718 △477 

フリー・キャッシュ・フロー 151 △508 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,238 △1,223 

現金及び現金同等物の期首残高（注） 2,031 3,373 

現金及び現金同等物の期末残高 3,343 1,578 
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(3) 事業上および財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  
(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は1,399億円でありま

す。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 

  
(5) 従業員数 

当第３四半期連結累計期間において、早期退職優遇制度の実施や、海外子会社の工場売却などによ

り、前連結会計年度の末日現在(平成23年３月31日)と比べ2,616人減少し、当社グループの従業員数は

44,014人となりました。 

なお、当社グループは半導体事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略してお

ります。 

また、従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グ

ループへの出向者を含みます。）であります。 

  

(6)生産、受注および販売の実績 

当社グループは、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響により、当第３四半期連結累計期

間において生産、受注および販売の実績が減少しております。特に、当第３四半期連結累計期間におけ

る生産および販売の状況については、上記「(1)業績の状況」における売上高および半導体売上高に関

連付けて示しております。 

  
(7) 主要な設備 

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 なお、当社グループは半導体事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略してお

ります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 「提出日現在発行数」には、平成24年２月１日以降提出日までの新株予約権の権利行使により発行されたもの

は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 当第３四半期会計期間において発行した新株予約権および新株予約権付社債はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000 

計 800,000,000 

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 417,124,490 417,124,490 
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 417,124,490 417,124,490 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金
増減額 
(百万円)

資本金
残高 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年10月１日～ 
平成23年12月31日 

― 417,124,490 ― 153,255 ― 88,789 
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(6) 【大株主の状況】 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載すべき事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式200株(議決権２個)が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第３四半期累計期間において役員の異動はありません。 

  

  平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式       2,500 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 417,115,400 4,171,154 ―

単元未満株式 普通株式       6,590 ― ―

発行済株式総数 417,124,490 ― ―

総株主の議決権 ― 4,171,154 ―

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

ルネサスエレクトロニクス㈱
神奈川県川崎市中原区
下沼部1753番地 2,500 ― 2,500 0.00 

計 ― 2,500 ― 2,500 0.00 

２ 【役員の状況】

― 10 ―



第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」)に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第64条第４項および第83条の２第３項により、四半期連結会計期間に係

る四半期連結損益計算書および四半期連結包括利益計算書を作成しております。 

また、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成

しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
 （１）【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 170,691 116,482

受取手形及び売掛金 137,346 103,782

有価証券 166,998 41,550

商品及び製品 45,800 60,396

仕掛品 61,193 81,856

原材料及び貯蔵品 16,378 15,470

未収入金 37,966 16,869

その他 5,528 8,134

貸倒引当金 △237 △224

流動資産合計 641,663 444,315

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 119,608 113,640

機械及び装置（純額） 135,706 116,634

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 34,152 31,925

土地 35,887 35,161

建設仮勘定 20,947 16,939

有形固定資産合計 346,300 314,299

無形固定資産   

のれん 2,485 2,293

ソフトウエア 28,742 29,341

その他 52,003 46,640

無形固定資産合計 83,230 78,274

投資その他の資産   

投資有価証券 10,635 7,739

長期前払費用 43,096 38,561

その他 20,124 18,494

投資その他の資産合計 73,855 64,794

固定資産合計 503,385 457,367

資産合計 1,145,048 901,682
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 144,944 169,887

1年内償還予定の新株予約権付社債 110,000 －

短期借入金 143,467 165,100

1年内返済予定の長期借入金 44,321 43,349

リース債務 8,176 7,732

未払金 78,250 44,223

未払費用 55,538 41,106

未払法人税等 3,962 4,685

製品保証引当金 590 423

債務保証損失引当金 456 －

事業構造改善引当金 2,239 1,666

偶発損失引当金 ※1  399 ※1  300

災害損失引当金 46,042 6,322

資産除去債務 404 3

その他 6,474 8,332

流動負債合計 645,262 493,128

固定負債   

長期借入金 58,192 38,630

リース債務 14,073 8,514

退職給付引当金 84,831 83,401

偶発損失引当金 ※1  1,163 ※1  1,061

資産除去債務 5,426 5,485

その他 45,043 35,182

固定負債合計 208,728 172,273

負債合計 853,990 665,401

純資産の部   

株主資本   

資本金 153,255 153,255

資本剰余金 450,413 450,413

利益剰余金 △297,634 △342,054

自己株式 △11 △11

株主資本合計 306,023 261,603

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △259 △164

為替換算調整勘定 △22,007 △33,074

その他の包括利益累計額合計 △22,266 △33,238

新株予約権 48 26

少数株主持分 7,253 7,890

純資産合計 291,058 236,281

負債純資産合計 1,145,048 901,682
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
  【第３四半期連結累計期間】 
   【四半期連結損益計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 862,633 673,431

売上原価 564,263 453,611

売上総利益 298,370 219,820

販売費及び一般管理費 ※1  294,233 ※1  252,990

営業利益又は営業損失（△） 4,137 △33,170

営業外収益   

受取利息 415 497

受取配当金 81 75

持分法による投資利益 231 3

事業構造改善引当金戻入額 － 1,157

その他 1,891 2,643

営業外収益合計 2,618 4,375

営業外費用   

支払利息 2,820 2,979

為替差損 5,145 102

固定資産廃棄損 1,658 1,310

退職給付費用 1,787 1,787

その他 2,090 1,976

営業外費用合計 13,500 8,154

経常利益又は経常損失（△） △6,745 △36,949

特別利益   

固定資産売却益 622 387

負ののれん発生益 2,159 －

偶発損失引当金戻入額 1,774 －

事業譲渡益 1,192 123

投資有価証券売却益 227 125

災害損失引当金戻入額 － 11,145

受取補償金 － 1,152

関係会社清算益 － 343

関係会社株式売却益 － 11

特別利益合計 5,974 13,286
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 377 29

減損損失 35,554 2,396

災害による損失 － ※2  12,735

事業構造改善費用 17,058 1,901

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,488 －

投資有価証券評価損 119 668

投資有価証券売却損 － 98

関係会社清算損 － 3

特別損失合計 54,596 17,830

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△55,367 △41,493

法人税等 1,738 2,020

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△57,105 △43,513

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1,714 907

四半期純利益又は四半期純損失（△） △58,819 △44,420
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  【四半期連結包括利益計算書】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△57,105 △43,513

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △369 115

為替換算調整勘定 △12,539 △11,325

持分法適用会社に対する持分相当額 △24 △12

その他の包括利益合計 △12,932 △11,222

四半期包括利益 △70,037 △54,735

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △71,375 △55,392

少数株主に係る四半期包括利益 1,338 657
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  【第３四半期連結会計期間】 
   【四半期連結損益計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 275,165 222,855

売上原価 175,167 143,811

売上総利益 99,998 79,044

販売費及び一般管理費 ※1  96,590 ※1  83,011

営業利益又は営業損失（△） 3,408 △3,967

営業外収益   

受取利息 127 124

受取配当金 49 47

持分法による投資利益 105 －

事業構造改善引当金戻入額 － 1,157

その他 807 1,850

営業外収益合計 1,088 3,178

営業外費用   

支払利息 913 961

持分法による投資損失 － 84

為替差損 1,089 202

固定資産廃棄損 335 260

退職給付費用 596 596

その他 506 722

営業外費用合計 3,439 2,825

経常利益又は経常損失（△） 1,057 △3,614

特別利益   

固定資産売却益 95 100

投資有価証券売却益 72 116

受取補償金 － 1,152

特別利益合計 167 1,368

特別損失   

固定資産売却損 219 5

減損損失 210 4

災害による損失 － 10

事業構造改善費用 16,528 97

投資有価証券評価損 － 5

投資有価証券売却損 － 81

特別損失合計 16,957 202

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△15,733 △2,448

法人税等 1,149 △401

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△16,882 △2,047

少数株主利益又は少数株主損失（△） 696 362

四半期純利益又は四半期純損失（△） △17,578 △2,409
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  【四半期連結包括利益計算書】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△16,882 △2,047

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 95 135

為替換算調整勘定 △3,146 332

持分法適用会社に対する持分相当額 7 △7

その他の包括利益合計 △3,044 460

四半期包括利益 △19,926 △1,587

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △20,453 △1,838

少数株主に係る四半期包括利益 527 251
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 （３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△55,367 △41,493

減価償却費 82,169 74,864

長期前払費用償却額 8,484 8,472

減損損失 35,554 2,396

負ののれん発生益 △2,159 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37 △615

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） 16,615 △96

偶発損失引当金の増減額（△は減少） △1,862 △72

災害損失引当金の増減額（△は減少） － △26,128

受取利息及び受取配当金 △496 △572

支払利息 2,820 2,979

持分法による投資損益（△は益） △231 △3

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △108 641

関係会社清算損益（△は益） － △340

関係会社株式売却損益（△は益） － △11

固定資産売却損益（△は益） △245 △358

固定資産廃棄損 1,658 1,310

事業譲渡損益（△は益） △1,192 △123

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,488 －

売上債権の増減額（△は増加） 37,303 27,451

たな卸資産の増減額（△は増加） △23,076 △39,778

未収入金の増減額（△は増加） 4,410 3,883

仕入債務の増減額（△は減少） △4,883 26,317

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △7,602 △21,520

その他 6,320 2,270

小計 99,637 19,474

利息及び配当金の受取額 505 628

保険金の受取額 － 16,000

利息の支払額 △2,810 △2,905

法人税等の支払額 △5,688 △1,377

特別退職金の支払額 △283 △20,578

訴訟等関連損失の支払額 △4,446 －

災害損失の支払額 － △14,321

営業活動によるキャッシュ・フロー 86,915 △3,079

― 19 ―



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △51,915 △64,632

有形固定資産の売却による収入 1,693 23,560

無形固定資産の取得による支出 △5,973 △9,245

長期前払費用の取得による支出 △1,624 △2,597

投資有価証券の取得による支出 △1 △543

投資有価証券の売却による収入 279 1,447

子会社株式の取得による支出 △649 －

関係会社株式の売却による収入 － 173

関係会社の清算による収入 － 939

事業譲渡による収入 3,285 2,982

事業譲受による支出 △16,729 －

その他 △146 167

投資活動によるキャッシュ・フロー △71,780 △47,749

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 25,037 21,750

長期借入れによる収入 18,000 3,932

長期借入金の返済による支出 △42,234 △24,462

社債の償還による支出 － △110,000

株式の発行による収入 134,600 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △6,678 △6,613

割賦債務の返済による支出 △4,553 △6,857

その他 △357 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 123,815 △122,250

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,810 △6,441

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 131,140 △179,519

現金及び現金同等物の期首残高 91,234 337,289

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 111,892 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  334,266 ※1  157,770
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【連結の範囲または持分法適用の範囲の変更】 

 
  

【会計方針の変更等】 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１. 連結の範囲の重要な変更 

(1) 連結の範囲の変更  

日本電子ライト(株)においては第２四半期連結会計期間に清算したため、連結の範囲から除外してお

ります。また、当第３四半期連結会計期間よりルネサス エレクトロニクス・ブラジル・サービス社他１

社を新規設立したため連結の範囲に含めております。 

(2) 変更後の連結子会社の数  

59社 

２．持分法適用の範囲の重要な変更 

(1) 持分法適用の範囲の変更  

瑞相科技股份有限公司においては第２四半期連結会計期間に株式を売却したため、持分法の適用範囲

から除外しております。また、西安瑞微系統技術有限公司においては第２四半期連結会計期間に清算し

たため、持分法の適用範囲から除外しております。  

(2) 変更後の持分法適用関連会社の数  

４社 

 

 

 

項目
当第３四半期連結累計期間 

(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日)

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)および「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。 

（法人税率の変更等による影響） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」(平成23年法

律第114号)および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」(平成23年法律第117号)が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度か

ら法人税率が変更されることになりました。 

 これにより、法人税等に効果の及ぶ一時差異等に係る繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定

実効税率が従来の40.5％から、平成24年４月１日から平成27年３月31日までの間に開始する連結会計年度は

38.01％に、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年度は35.64％に変更されます。 

 この税率の変更により、固定負債その他（繰延税金負債）が1,242百万円、法人税等が1,242百万円それぞれ減

少しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１ 偶発債務 

オペレーティング・リース残価保証 

  

 
  

従業員の住宅ローンに対する保証 

  

 

その他 

前連結会計年度（平成23年３月31日） 

当社グループは、ＤＲＡＭに関する独占禁止法（反トラスト法・競争法）違反の可能性に関連し

て、同製品の購入者から米国などで複数の民事訴訟を提起されております。なお、当社の米国子会社

は、ＤＲＡＭに関する独占禁止法（反トラスト法）違反の可能性に関連して、同製品の間接購入者や

米国の州の司法長官から米国で複数の民事訴訟を提起されておりましたが、原告との間で和解の合意

に達しました。また、同社は、既に和解済の直接購入者集団との訴訟から離脱した一部の顧客との間

で和解交渉を進めております。 

当社グループは、ＳＲＡＭに関する独占禁止法（競争法）違反の可能性に関連して、同製品の購入

者からカナダで複数の民事訴訟を提起されております。 

当社グループは、フラッシュメモリに関する独占禁止法（反トラスト法・競争法）違反の可能性に

関連して、同製品の購入者から米国などで複数の民事訴訟を提起されております。 

当社の米国、欧州および韓国の子会社は、ＴＦＴ液晶ディスプレーに関する独占禁止法（反トラス

ト法・競争法）違反の可能性について、それぞれ、米国司法省とカナダ競争当局、欧州委員会および

韓国公正取引委員会の調査の対象となっております。これらのうち、欧州委員会は、平成21年５月に

異議告知書を複数の調査対象企業に送達して措置手続に入り、平成22年12月に複数のＬＣＤパネルメ

ーカに対して制裁金を賦課しましたが、当社の子会社は異議告知書を受領しておらず、その後の手続

においても調査の対象となっておりません。 

当社グループは、スマートカードチップに関する独占禁止法（競争法）違反の可能性について、欧

州委員会の調査の対象となっております。 

上記の法的手続のうち、今後発生する可能性のある損失の見積額1,240百万円を偶発損失引当金に

計上しております。ただし、今後の進展にともない、この見積額は増減する可能性があります。 

  

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日)

東銀リース㈱ 3,375百万円 興銀リース㈱ 2,591百万円

興銀リース㈱ 2,591 〃
三井住友ファイナンス＆ 
リース㈱ 

570 〃

三井住友ファイナンス＆ 
リース㈱ 

570 〃 東銀リース㈱ 476 〃

住信・パナソニックフィナン
シャルサービス㈱ 

386 〃
住信・パナソニックフィナン
シャルサービス㈱ 

386 〃

   計 6,922百万円   計 4,023百万円

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日)

1,281百万円 1,058百万円 
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当第３四半期連結会計期間（平成23年12月31日） 

当社グループは、ＤＲＡＭに関する独占禁止法（反トラスト法・競争法）違反の可能性に関連し

て、同製品の購入者から米国などで複数の民事訴訟を提起されております。なお、当社の米国子会社

は、ＤＲＡＭに関する独占禁止法（反トラスト法）違反の可能性に関連して、同製品の間接購入者や

米国の州の司法長官から米国で複数の民事訴訟を提起されておりましたが、原告との間で和解の合意

に達しました。また、同社は、既に和解済の直接購入者集団との訴訟から離脱した一部の顧客との間

で和解交渉を進めております。 

当社グループは、ＳＲＡＭに関する独占禁止法（競争法）違反の可能性に関連して、同製品の購入

者からカナダで複数の民事訴訟を提起されております。  

当社グループは、フラッシュメモリに関する独占禁止法（反トラスト法・競争法）違反の可能性に

関連して、同製品の購入者から米国などで複数の民事訴訟を提起されております。  

当社の米国子会社は、ＬＣＤパネルに関する独占禁止法（反トラスト法）違反の可能性に関連し

て、同製品の購入者から米国で複数の民事訴訟を提起されております。  

当社の米国、欧州および韓国の子会社は、ＴＦＴ液晶ディスプレーに関する独占禁止法（反トラス

ト法・競争法）違反の可能性について、それぞれ、米国司法省とカナダ競争当局、欧州委員会および

韓国公正取引委員会の調査の対象となっております。これらのうち、欧州委員会は、平成21年５月に

異議告知書を複数の調査対象企業に送達して措置手続に入り、平成22年12月に複数のＬＣＤパネルメ

ーカに対して制裁金を賦課しましたが、当社の子会社は異議告知書を受領しておらず、その後の手続

においても調査の対象となっておりません。  

当社グループは、スマートカードチップに関する独占禁止法（競争法）違反の可能性について、欧

州委員会の調査の対象となっております。  

上記の法的手続のうち、今後発生する可能性のある損失の見積額786百万円を偶発損失引当金に計

上しております。ただし、今後の進展にともない、この見積額は増減する可能性があります。  
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(四半期連結損益計算書関係) 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目および金額 

 
  

 
  
※２ 災害による損失 

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

東日本大震災による損失額であり、内訳は次のとおりであります。 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係は次のとおりであります。 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日

  至 平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年12月31日)

研究開発費 158,240百万円 研究開発費 139,852百万円

従業員給料手当 49,545 〃 従業員給料手当 43,697 〃

退職給付費用 3,244 〃 退職給付費用 3,067 〃

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日

  至 平成22年12月31日）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年10月１日
 至 平成23年12月31日)

研究開発費 49,997百万円 研究開発費 46,420百万円

従業員給料手当 16,452 〃 従業員給料手当 14,802 〃

退職給付費用 1,337 〃 退職給付費用 1,021 〃

操業休止の固定費 10,711百万円

たな卸資産廃棄損 620 〃

固定資産の廃棄損 575 〃

固定資産の修繕費 178 〃

リース解約損失 101  〃

その他 550 〃

 計 12,735百万円

 
 
 

(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

現金及び預金 124,404百万円 116,482百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,182 〃 △262 〃

有価証券 211,044 〃 41,550 〃

現金及び現金同等物 334,266百万円 157,770百万円
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

配当に関する事項 

 該当事項はありません。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)および当第３四半期連

結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

当社グループは、半導体事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  
前第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)および当第３四半期連

結会計期間（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日） 

当社グループは、半導体事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益(△損失)金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり    

四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり    

四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益(△損失)金額(円) △141.01 △106.49

（算定上の基礎） 

四半期純利益(△損失)金額(百万円) △58,819 △44,420

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(△損失)金額    
(百万円) 

△58,819 △44,420

普通株式の期中平均株式数(千株) 417,122 417,122 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

― 
 

平成23年５月27日に、
2011年満期ユーロ円建転
換制限条項付転換社債型
新株予約権付社債を全額
満期償還しました。 

 (自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自 平成23年10月１日 
至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益(△損失)金額(円) △42.14 △5.78

（算定上の基礎） 

四半期純利益(△損失)金額(百万円) △17,578 △2,409

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(△損失)金額    
(百万円) 

△17,578 △2,409

普通株式の期中平均株式数(千株) 417,122 417,122 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

― 
 

― 
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(1) 決算日後の状況 

特記事項はありません。 

  
(2) 訴訟等 

「注記事項 四半期連結貸借対照表関係 ※１ 偶発債務 その他」に記載のとおりであります。  

  

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年２月10日

ルネサスエレクトロニクス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているル

ネサスエレクトロニクス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４

月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  
監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ルネサスエレクトロニクス株式会社及び連

結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    上  村     純    ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    石  黒  一  裕    ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    花  藤  則  保    ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年２月10日 

【会社名】 ルネサスエレクトロニクス株式会社 

【英訳名】 Renesas Electronics Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 赤尾 泰 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神奈川県川崎市中原区下沼部1753番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



当社代表取締役社長赤尾 泰は、当社の第10期第３四半期(自 平成23年10月１日 至 平成23年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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